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前 年 度 2019 年 度 比 較 増

予 算 額 要 求 額 △ 減 額

千円 千円 千円

68,193,655 243,230,578 175,036,923 1. 公立学校施設整備費負担金 36,853,000 ( 39,251,000 )

　［うち　「優先課題推進枠」　 202,870,000 ]

2. 学校施設環境改善交付金 206,347,564 ( 28,797,260 )

3. 30,014 ( 145,395 )
補助率差額

公立学校施設の 367,789 569,870 202,081 1. 21,473 ( 9,377 )
災害復旧事業

2. 548,397 ( 358,412 )

　［うち　「優先課題推進枠」　 47,196,565 ]

国立大学等施設の整備 37,614,643 82,287,421 44,672,778 1. 国立大学法人 66,366,332 ( 31,164,559 )
施設整備費補助金

［他に財政融資資金］ [34,623,837] [28,737,747] [△ 5,886,090]

　［うち　「優先課題推進枠」　 2,354,265 ]

2. 国立大学法人先端研究等 8,663,020 ( 4,472,574 )
施設整備費補助金

　［うち　「優先課題推進枠」　 6,076,952 ]

3. 独立行政法人 7,258,069 ( 1,977,510 )
国立高等専門学校機構

施設整備費補助金

文教施設の整備充実に 337,335 362,943 25,608 1. 文教施設に関する 64,600 ( 33,886 )
必要な経費等 整備指針等の策定

(1) 多様化する学習内容・ 10,176 ( 10,401 )
方法等の変化に対応した

学校施設等の整備推進

(2) 文教施設における 54,424 ( 23,485 )
PPP/PFI推進

2. 文教施設の防災対策の 35,558 ( 36,738 )
強化・推進

(1) 防災対策の強化・推進 533 ( 529 )

(2) 学校施設の耐震化等 35,025 ( 36,209 )
防災機能の強化

3. 文教施設の環境対策の推進 14,536 ( 14,675 )

(1) 環境を考慮した学校施設の 14,536 ( 14,675 )
整備推進

4. 公立文教施設事務経費等 198,805 ( 200,424 )

5. 49,444 ( 51,612 )

文教施設整備に係る 146,713 332,545 185,832
政府調達の電子化の推進

公立学校施設の 3,731,304 2,542,869 △ 1,188,435 1. 819,608 ( 2,817,241 )
災害復旧事業

2. 1,723,261 ( 914,063 )

公立文教施設事務経費 388 380 △ 8  公立文教施設災害復旧事務費

福島県双葉郡中高一貫校 3,146,829 231,022 △ 2,915,807
設置事業（施設関係）

113,538,656 329,557,628 216,018,972

［他に財政融資資金］ [34,623,837] [28,737,747] [△ 5,886,090]

公立諸学校建物其他

災害復旧費負担金

計

公立諸学校建物其他

災害復旧費補助金

公立諸学校建物其他

災害復旧費負担金

国立大学法人等施設事務経費等

公立諸学校建物其他

災害復旧費補助金

2019年度概算要求主要事項

公立学校施設の安全対策・

防災機能強化等の推進

北方領土隣接地域振興等事業

事 項 備　　　　　　　　考

一 般 会 計

復興特別会計
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 公立学校施設の安全対策･防災機能の強化等の推進   

 

 

◆概算要求額（公立学校施設整備費） 

２０１９年度要求額  ２４３，２３１百万円 （前年度 ６８,１９４百万円） 

※沖縄分は内閣府において計上 

 

 

◆内  容  

学校施設は我が国の将来を担う児童生徒の学習・生活の場であり、災害時には地域住

民の避難所としても使用される極めて重要な施設である。 

自然災害や近年の厳しい気象条件の中、子供たちの安全と健康を守るため、老朽化対

策を推進し、ブロック塀の倒壊防止等の安全対策や非構造部材を含む耐震化、防災機能

の強化（空調設置・トイレ改修等）、教育環境の改善等の安全性・機能性の確保は必要

不可欠である。 

 

 

 教育現場における安全対策の推進 

・近年の厳しい気象条件に対応した教育環境を確保するための空調設置 

・ブロック塀の倒壊防止等の安全対策を支援 

・災害時の避難所としての役割も果たす学校施設の防災機能の強化（トイレ改修等） 

・学校施設耐震化の完全達成に向けた支援 

・給食施設整備等を推進 

 

 計画的・効率的な長寿命化の推進 

・長期間の使用（８０年以上）を前提とし、将来の財政負担の縮減と老朽化による危

険性のリスクを軽減するため、致命的な損傷が発現する前に実施する計画的・戦略

的な改修を推進 

 

 

◆建築単価  

 
 対前年度比 ＋３．９％（資材費、労務費等の上昇分） 

※小中学校校舎（鉄筋コンクリート造）の場合 

２０１８年度 １８７，２００円／㎡ ➡ ２０１９年度 １９４，５００円／㎡ 
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  公立学校施設の災害復旧事業    

 

 

◆概算要求額（公立学校施設の災害復旧） 

２０１９年度要求額  ３，１１３百万円 （前年度 ４，０９９百万円） 

一般災害分（一般会計）特別会計 ： ９，５７０百万円（前年度 ０，３６８百万円） 

東日本大震災分（復興特別会計） ： ２，５４３百万円（前年度  ３，７３１百万円） 

 

 

◆内  容  

豪雨、台風等の一般災害からの復旧や東日本大震災によって被害を受けた公立学校の

復旧（土地取得費を含む）に係る経費を国が財政的に支援することにより、公立学校施

設の復旧を推進し、学校教育の円滑な実施を確保する。 
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 国立大学等施設の整備  

 

 

◆概算要求額（国立大学法人等施設整備費） 

２０１９年度要求額  ８２，２８７百万円 （前年度 ３７，６１５百万円） 

他に 、財政融資資金 ２８，７３８百万円（前年度３４，６２４百万円） 

 

 

◆内  容  

国立大学等の施設は、将来を担う人材の育成の場であるとともに、地方創生やイノベ

ーション創出の重要な基盤であるが、著しい老朽化の進行により安全面・機能面等で大

きな課題が生じている。 

このため、「第４次国立大学法人等施設整備５か年計画（2016 年 3 月 29 日文部科学

大臣決定）」を踏まえ、老朽施設の改善整備を中心とした、安全・安心な教育研究環境

の整備や Society5.0 の実現に向けた国立大学等の機能強化等への対応など、計画的・

重点的な施設整備を推進する。 

 

◆安全・安心な教育研究環境の整備 

 ・施設の耐震化及び安全対策（非構造部材の耐震対策を含む） 

 ・基幹設備の更新等 （機能劣化の著しいライフラインの改善） 

 

◆国立大学等の機能強化等への対応 

・高度化・多様化する教育研究活動への対応（先端的な研究施設の整備等を含む） 

・附属病院の再開発整備 （地域医療・先端医療等の拠点） 

 

◆要求事業数  

 
   ○新規事業    ３０４事業 
     

○継続事業等      ８４事業   
 

 
 

※概算要求事業一覧は文部科学省ＨＰにて公表予定。 
     http://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/kokuritu/yosan/1408472.htm 
    

 

 

 

文部科学省ホームページトップ > 教育 > 学校等の施設整備 > 国立大学法人等の施設整備 > 
国立大学法人等施設整備関係予算 > 2019 年度国立大学法人等施設整備関係予算 > 概算要求 
>2019 年度国立大学法人等施設整備概算要求 
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 文教施設の整備充実に必要な経費等  
  

 

１．文教施設に関する整備指針等の策定   

2019 年度要求額   ６４，６００千円 （前年度 ３３，８８６千円） 

多様化する学習内容・方法等の変化に対応した学校施設等の整備推進 

 

① 学校施設の在り方に関する調査研究 

・学習指導要領の改訂を踏まえた学校施設の在り方について検討 

② 学校施設整備指針等の普及啓発 

・改訂した学校施設整備指針等の普及啓発 

 

文教施設における PPP/PFI 推進 
 

③ 文教施設における多様な PPP/PFI の先導的開発事業の実施 

  ・地域や施設の特性等に応じた手法の開発や課題整理を行い、地方公共団体の検討を支援す

るとともに、その成果を全国に発信・普及 

 

２．文教施設の防災対策の強化・推進   

2019 年度要求額   ３５，５５８千円 （前年度 ３６，７３８千円） 

学校施設の耐震化等防災機能の強化等 
 

① 学校施設の安全性の確保及び防災機能強化 

・非構造部材等の耐震対策の整理など、耐震化推進方策の検討 

・学校施設に求められる安全性の確保や避難所としての防災機能、機能継続の目標設定等 

に係る調査研究の実施 

② 学校施設の耐震化推進にかかる普及啓発 

  ・非構造部材の耐震対策等を含めた学校施設の防災機能強化に関する講習会の開催 

  ・耐震化推進に関する技術的な相談窓口の設置 

 

３．文教施設の環境対策の推進   

2019 年度要求額   １４，５３６千円 （前年度 １４，６７５千円） 

環境を考慮した学校施設の整備推進 

 

① 環境を考慮した学校づくりに関する調査研究 

・エコスクールを環境教育に活用した優良事例の収集や環境教育の定着と継続方策等を検討 
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② 学校施設整備における木材（新たな建材ＣＬＴ（直交集成板）を含む）活用の推進 

 ・ＣＬＴを活用した学校づくり事例集を作成 

 ・木材を活用した学校施設の整備推進のための講習会の開催 

③ 省エネルギー対策の強化 

 ・学校施設等の省エネルギー対策に関する検討、普及啓発 

 ・省エネ法に基づく指導・助言のための現地調査の実施及び講習会の開催 

 

４．公立文教施設事務経費等   

2019 年度要求額  １９８，８０５千円 （前年度 ２００，４２４千円） 

公立文教施設事務費等 
 

① 老朽化対策の促進 

・個別施設計画策定に係る講習会の開催 

② 廃校活用の促進 

 ・優良事例の横展開、民間事業者と地方公共団体のマッチングの実施 

③ 都道府県事務費交付金 

・義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律等に基づき、各都道府県教育委員 

会に必要な経費を交付 

 

５．国立大学法人等施設事務経費等  

2019 年度要求額   ４９，４４４千円 （前年度  ５１，６１２千円） 

国立大学法人等事務費等 
 

① 国立大学法人等施設の中長期的な整備方針の策定等 

・今後の国立大学法人等施設の在り方に関する調査研究を実施 

・老朽化対策等の計画的整備に係る講習会の実施 

② 民間のノウハウ等を活用した新たな整備手法による事業の案件形成・推進 

・国立大学法人等における PPP/PFI 手法による事業の案件形成を支援する事業の実施 

③ 施設マネジメントの推進 

・国立大学法人等施設の長寿命化に向けた施設マネジメントに関する調査研究の実施 

④ 大学等施設の整備に係る基準等の策定 

・技術的基準等の策定、普及啓発 
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